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サンプスクリーンを通過したデブリが炉心に与える影響に関する 

事業者からの意見聴取結果と今後の対応について（案） 

 

令和４年７月 28 日 

技 術 基 盤 課 

システム安全研究部門 

シビアアクシデント研究部門 

実 用 炉 審 査 部 門 

 

１．概要 

冷却材喪失事故（LOCA）が発生すると、配管から噴出した冷却材が配管の保温材

等を破損し、破片等の異物（デブリ1）が生じる。デブリは格納容器スプレイ等によ

り流され、非常用炉心冷却系（ECCS）再循環運転時の水源に到達するが、水源内の

サンプスクリーン2によってデブリは除去される。サンプスクリーンで除去できず

に通過したデブリが燃料集合体の流路に堆積するなどし、LOCA 後の長期炉心冷却

を妨げる（以下「炉内下流側影響」という。）可能性がある。令和２年８月１９日に

開催された第４２回技術情報検討会において、サンプスクリーンを通過したデブリ

が炉心に与える影響に関する知見（以下「本知見」という。）について報告3し、米

国の規制ガイド（RG）1.82, Rev.44では炉内下流側影響の評価を要求しているが、

日本においては、ストレーナの閉塞問題に対して装置の性能評価等を要求している

ものの、炉内下流側影響の評価については明確には定めていないことから、本知見

の「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等につ

いて（内規）」（以下単に「内規」という。）への反映について、国内外の情報収集を

継続し、検討することとなった。 

これに関し、令和２年１２月７日及び令和３年５月２８日に事業者意見を聴取す

る会合5を開催し、PWR 事業者については、2022 年を目処に検討結果をとりまとめる

としていることから、検討状況に合わせて公開で説明を受けることとした。また、

BWR 事業者については、冷却材喪失事故後の長期炉心冷却に対する影響についての

説明が理解できなかったことから、再度説明を求めることとした。 

 
1 LOCA 時に破損した保温材や格納容器内に存在してストレーナに堆積する異物のこと。デブリは繊維質保温材で

あるロックウールの粉砕物などの繊維デブリ、ケイ酸カルシウムの粉砕物などの粒子デブリ及び ECCS 水と破損

した保温材や格納容器内の構造物との化学的要因により生成された化学生成物が析出した化学デブリに分けられ

る。 
2 PWR プラントの格納容器再循環サンプスクリーン及び BWR プラントの ECCS ストレーナ 
3 サンプスクリーンを通過したデブリが炉心に与える影響に関する米国の対応状況及びこれを踏まえた国内の対

応について（第４２回技術情報検討会資料４２－１－２） 
4 NRC, "Water Source for Long-Term Recirculation Cooling Following a Loss-of-Coolant Accident", 

Regulatory Guide 1.82 Revision 4, 2012. 
5 第１４回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合及び第１６回新規制要件に関する事業者意見の聴取

に係る会合 

資料５４－１－２－３ 

<技術情報検討会資料> 
技術情報検討会は、新知見のふるい分けや作業担当課の特定を目的とした事務的な会議体 
であり、その資料及び議事録は原子力規制委員会の判断を示すものではありません。 
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今般、令和４年６月１６日に事業者意見を聴取する会合6を開催し、事業者から説

明を受けた（参考１及び２参照）ことから、その結果と今後の対応に関する検討内

容について報告する。 

 

２. 事業者からの聴取の結果 

２．１ PWR 事業者等7  

２．１．１ 説明の概要（参考１） 

○ 長期炉心冷却のシナリオについては、米国と同様に以下を想定。 

 再循環開始直後は繊維デブリ及び粒子デブリのみを考慮し、冷却材温度が

低下した後に化学デブリが析出し、炉心入口に付着することで圧損が急増

するものと仮定。 

 炉内への冷却は２段階で考慮。 

 － 化学デブリ析出前は炉心入口流路 

 － 化学デブリ析出後は代替流路（バッフルバレル流路） 

○ 国内全プラントを包含する条件で流動試験を実施し、上記のシナリオの妥当

性を確認。 

－ 燃料集合体 2体試験：繊維デブリ及び粒子デブリが流入しても炉心入口か

ら冷却材を供給可能 

－ バッフルバレル試験：化学デブリ析出後は代替流路から冷却材を供給可能                 

○ 先行する米国の検討状況を踏まえ、上記シナリオにより圧力容器内熱流動解

析を実施。また、炉心入口流路の大半が閉塞（99.5％相当）しても長期炉心冷

却が可能であることを確認。 

○ 上記より、炉内下流側影響の LOCA 後長期炉心冷却について問題ないことを確

認。 

 

２．１．２ 主な質疑応答 

（１）実験結果の位置づけ 

- NRA：PWR 事業者のプラントにおいては、新たな設備の導入や撤去等の対応を

せずとも炉心冷却に問題ないという説明を受けたと思ってよいか。（技術基盤

課 佐々木企画調整官） 

- PWR 事業者等：そのとおりである。（関西電力 濱野マネージャー） 

（２）米国における試験との関係 

- NRA：米国では繊維デブリ量の制限として集合体あたり 15 g などとなってい

 
6 第１９回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合 
7 サンプスクリーン下流側炉内影響 LOCA 後の炉心長期冷却に係る検討 国内 PWR における検討状況（第１９回新

規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合資料１９－１） 
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る一方で、日本では集合体あたり kg 単位で投入した試験でも問題ないとの結

果となっている。日米の違いは何か。（シビアアクシデント研究部門 塚本主

任技術研究調査官） 

- PWR 事業者等：日本では燃料集合体 2体系で実験しており集合体間の隙間等の

閉塞が生じない流路があるため、非化学デブリを kg 単位で投入しても、途中

で圧損が飽和するとそれ以上高くならない。これに対して米国は、1/4 体系で

そのような隙間が無いため、圧損がすぐに増加し、繊維デブリの投入量の制限

になる。（三菱重工 福田マネージングエキスパート） 

- NRA：日本は低温側配管破断のときだけ炉心水位が維持できない可能性がある

との前提で検討を進めている。しかし、米国と日本の高温側配管破断時の参考

解析では、日本では温度が低く維持されているが、米国では温度が高くなって

おり、その前提は正しいと言えるか。また、米国の温度上昇が大きく日本の温

度上昇が小さいという違いは何か。（シビアアクシデント研究部門 塚本主任

技術研究調査官） 

- PWR 事業者等：再循環開始から化学デブリ析出までの間においては、試験結果

に基づき保守的に設定した圧損係数を炉心下部に設定しており、日米の試験体

系の違いに起因して米国よりも日本で設定した圧損係数がかなり小さくなっ

ている。そのため、日本の解析では米国と比べて炉心下部から流入する水が多

く、被覆管温度の上昇がみられない結果となった。仮に炉心の入り口が完全に

閉塞しても、高温側配管破断の場合は、バッフルバレルだけで炉心水位は維持

され冷却できる。（三菱重工 福田マネージングエキスパート） 

（３）ほう酸及び化学デブリの析出 

- NRA：ほう酸析出の影響の解析評価例があるが、24 時間以降に析出しそうにみ

えるが問題ないのか。（シビアアクシデント研究部門 塚本主任技術研究調査

官） 

- PWR 事業者等：24 時間でほう酸析出を防止するための高温側配管切り替え注

水を行う。その結果、炉心の上部から注水されるため、ほう酸の濃縮は解消さ

れる。（三菱重工 福田マネージングエキスパート） 

- NRA：ほう酸析出は 24時間以内に高温配管側からの注入により防ぎ、また、化

学デブリの析出時刻は高温配管側からの注水切り替え時刻よりも遅いという

説明があった。高温配管側からの注入による対策でほう酸及び化学デブリ析出

の両方とも対処が可能という理解でよいか。（システム安全研究部門 江口技

術研究調査官） 

- PWR 事業者等：高温配管側からの注入による対策で両方とも対処が可能である。

なお、ほう酸析出の評価に当たり、化学デブリは 24 時間までは析出しないこ

とを試験により確認しているため、炉心入口における化学デブリの析出は考慮
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していない。（三菱重工 福田マネージングエキスパート） 

- NRA：ほう酸析出限界濃度はどのように算出したのか。温度との関係なので、

水の注入により温度変化があるのであれば、それにより変わるのではないか。

注入水の量が少ないので、急激に冷却されて結晶が析出するというようなこと

はないか、あったとしても、非常に局所的な現象かと思う。（技術基盤課 佐々

木企画調整官） 

- PWR 事業者等：圧力に応じた飽和温度に対する溶解度曲線を求めており、その

飽和温度での溶解度がほう素濃度で 55,000ppm である。（三菱重工 福田マネ

ージングエキスパート） 

- NRA：試験対象が金属材料と無機系のものだが、塗料を模擬した実験もある。

塗料が pH 調整された後も問題ないということを確認しているのか。（技術基

盤課 佐々木企画調整官） 

- PWR 事業者等：塗料の成分については、WCAP8において化学影響は小さいことが

確認されている。（三菱重工 緒方主席） 

- NRA：使われている塗料は、WCAP に報告されているものの範囲に入るのか。（技

術基盤課 佐々木企画調整官） 

- PWR 事業者等：そのとおりである。（三菱重工 緒方主席） 

（４）熱流動解析 

- NRA：熱流動解析では最高被覆管温度が一時的に上昇しており、沸騰遷移から

リウェットという状況が繰り返されているようにみえる。このような場合、

LOCA 用の解析コードが使えるのか。（シビアアクシデント研究部門 塚本主任

技術研究調査官） 

- PWR 事業者等：プール沸騰と強制対流いずれにも実績のある相関式を用いてお

り、基本的には適用可能だと考える。（三菱重工 寺前主席） 

- NRA：燃料集合体２体系の試験では、投入したデブリの一部は燃料集合体に付

着せずに沈殿する現象が観測されたが、実機でも起こり得るのか。また、起こ

り得るならば、沈殿したデブリが冷却を妨げることはないか。（システム安全

研究部門 江口技術研究調査官） 

- PWR 事業者等：実機で起こり得るが、デブリがダウンカマを下りてきた後、広

大な下部プレナムに沈殿し、冷却には影響ないと考えている。（三菱重工 福

田マネージングエキスパート） 

 
8 WCAP-16793-NP-A, Revision 2, “Evaluation of Long-Term Cooling Considering Particulate, Fibrous and 

Chemical Debris in the Recirculation Fluid”, July 2013. 



5 
 

- NRA：燃料被覆管への付着影響についての米国の評価事例が示されているが、

この結果は日本のプラントの運転条件や事故の条件にも適用可能なのか。（シ

ステム安全研究部門 江口技術研究調査官） 

- PWR 事業者等： WCAP から引用した評価結果を示している。こちらでも WCAP の

手法を用い、日本の条件に焼き直して評価し、WCAP とほぼ同等の結果を得て

おり、日本のプラントでも、付着による安全への影響はないと考えている。（三

菱重工 緒方主席） 

- NRA：解析上のシナリオでは、圧損がステップ状に立ち上がるのは LOCA 発生後

20 分ぐらいと考えてよいか。また、圧損が増加する前に高温配管側注水切り

替えにより炉心上部から冷却とあるが、シビアアクシデント時も同じか。さら

に、ストレーナの閉塞性の解析では、ECCS へのデブリの移行量は内規を基に

評価しているが、実験で用いたデブリ量は、これに比べて保守的なのか。（実

用炉審査部門 小林主任安全審査官） 

- PWR 事業者等：圧損が立ち上がる時間はそのとおりである。再循環が維持され

ている限りシビアアクシデントの時も時間間隔は変わらない。実験で用いたデ

ブリ量は、内規に沿っている。（三菱重工 福田マネージングエキスパート） 

（５）審査との関係 

- NRA：試験の条件は実機の現象と比べて相当保守的なものであること及び米国

での検討状況等の歴史的な背景を踏まえて、設計基準事象の解析9との関係で

改めて文書化してほしい10。かなりリスクの低いことだと思うので、それが分

かるようにすることが必要。（実用炉審査部門 小林主任安全審査官） 

２．２ BWR 事業者11 

２．２．１ 説明の概要（参考２） 

○ 繊維質保温材の撤去12やストレーナの大型化、格納容器内の清掃など、デブリ

によるストレーナ閉塞事象に対して裕度を向上させる取り組みを実施してい

る。 

○ ストレーナを通過したデブリによる炉心への影響に関しては、燃料上部に閉

塞の影響はないこと、燃料下部についても薄膜効果13の要因となる繊維質保温

材を再稼働までに国内全プラントにおいて撤去するため、LOCA 後の冷却に影

響のないと考えている。（LOCA（設計基準事故）時の安全評価結果に影響なし） 

 
9 柏崎刈羽原子力発電所原子炉設置変更許可申請書(6,7 号原子炉の増設) 添付書類 10 など 
10 今後、面談等において受領予定 
11 東北電力株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、中国電力株

式会社、日本原子力発電株式会社、電源開発株式会社 
12 新規制基準対応の設工認において SA 時の ECCS ストレーナ圧損評価が審査対象となるため、繊維質保温材の撤

去計画を反映した条件にて評価を実施している。プラント再稼働までに繊維質保温材を撤去予定 
13 ストレーナ表面に堆積した繊維デブリが粒子デブリを捕捉することによる効果 
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２．２．２ 主な質疑応答 

（１）解析の前提条件 

- NRA：再循環運転は何分頃に開始されるのか。また、BWR5 に関しては、注水ラ

インが全て炉心上部に設置されているので、下部が閉塞したとしても、上から

注水されるが、ABWR は代表事象である高圧系の破断の際は低圧注水系で下か

ら注水するので、試験は ABWR の高圧系の破断を対象としているという理解で

よいか。（シビアアクシデント研究部門 塚本主任技術研究調査官） 

- BWR 事業者：低圧注水系の起動は、LOCA 発生の約 6分後である。炉内にデブリ

が到達して閉塞し始めるのは 10 分前後と考えている。BWR5 は全て炉心内に注

水するので、ABWR を対象としている。（東京電力 野中チームリーダー） 

- NRA：実機プラントでは繊維質保温材を撤去するので、粒子/固形物のデブリの

みが発生し、その影響を考える必要があると理解した。一方で試験では粒子/

固形物のデブリに加え、繊維デブリも投入している。試験に繊維デブリを投入

することによって、どのぐらいの裕度を見込んだことになるのか。（システム

安全研究部門 江口技術研究調査官） 

- BWR 事業者：粒子状のデブリだけであれば、そもそも粒子径が小さいものはそ

のままメッシュを素通りし、圧損の上昇はないと考える。（東京電力 野中チ

ームリーダー） 

- NRA：試験で得られた局所圧力損失係数を用いた場合、どれだけの流量が流れ

るのか、それで十分であるという説明を導き出す過程が見えない。（技術基盤

課 遠山課長） 

- BWR 事業者：試験で局所圧力損失と流量を測定し、係数を求め、その係数を用

いて実機の流量を評価し、その流量が崩壊熱による蒸発分相当の流量を上回る

という評価をしている。（東京電力 野中チームリーダー） 

- NRA：試験で得られた圧力損失係数を用いて、必要流量を導き出す過程を、結

果だけではなく示してほしい。（技術基盤課 遠山課長） 

- BWR 事業者：異物が到達する前の水頭圧が支配的な状態をまず評価し、そこか

ら全圧損が変わらないという評価で圧力損失を求めている。実際にデブリが詰

まってきて流量が減ってくると、冷却できなくなり、ボイドが出てくる。ボイ

ドが出てくると、位置圧損が低下する。実際のフィルタの局所圧損の上昇につ

いては、異物が到達する前後で変わらない。（東京電力 野中チームリーダー） 
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（２）保温材の変更 

- NRA：各プラントによって格納容器内で使われている保温材の絶対量や種類は、

いろいろだと思う。今回の試験は、その範囲を網羅しているのか。また、主に

金属保温材に交換するとあるが、それ以外はどういうものに交換する予定なの

か。（技術基盤課 佐々木企画調整官） 

- BWR 事業者：各プラントを包含するような条件で試験を実施している。また、

一部、狭隘部などは樹脂系のポリイミド等の保温材に換えている。（東京電力 

高尾チームリーダー） 

- NRA：BWR は今後、保温材を金属製の保温材にするということだが、なぜ PWR は

金属製保温材にしないで、繊維質を使い続けるのか。（実用炉審査部門 小林

主任安全審査官） 

- BWR 事業者：PWR は格納容器内に配管の物量が多く、保温材を全て交換という

のが難しいという事情がある。（日本原子力発電 浦邉課長） 

- PWR 事業者等：それ以外に、保温材を取り換えなくても長期炉心冷却が維持で

きるという予測があり、試験で影響を確認するほうに注力をしてきた。（三菱

重工 福田マネージングエキスパート） 

- NRA：繊維質保温材を金属保温材に取り換えるということは、金属保温材の絶

対量が増えるということになる。金属保温材が脱落する等により、格納容器内

にあるほかの設備に悪影響を与える可能性についてはどのように考えるか。

（技術基盤課 佐々木企画調整官） 

- BWR 事業者：金属保温材が破損したとしても、他の設備に影響を与えるもので

はないと認識している。（東京電力 高尾チームリーダー） 

- NRA：BWR と PWR でなぜ対応が違うのかについて文書化してほしい。BWR と PWR

でストレーナ又はサンプスクリーンの大型化の考え方が異なると認識してい

る。PWR は、サンプに、モジュラー式にスクリーンを増設することでにより繊

維質保温材等のスクリーンへの負荷を低減することなく対応していると認識

している。一方、BWR は、サプレッションチェンバの吸い込み口に設置する構

造のため、ストレーナサイズを大きくするにしても限界があることから、繊維

質保温材から金属保温材に変更する方針にしたと認識している。（実用炉審査

部門 小林主任安全審査官） 

（３）化学析出物 

- NRA：化学析出物の説明で、設計基準事故環境は純水とあるが、シビアアクシ

デントでは、自主的な対応として pH 調整がされると思う。そうしたときに影

響があるのか。（技術基盤課 照井技術情報係長） 
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- BWR 事業者：シビアアクシデント環境では、薬液等を入れるので、圧損への影

響はあると考える。その場合のシビアアクシデント評価も、実施し影響を確認

している。（東京電力 高尾チームリーダー） 

（４）審査との関係 

- NRA： BWR は配管が破断すると破損した保温材はダイヤフラムフロア、サプレ

ッションチェンバ、ストレーナの吸い込み口と移動するため燃料へ到達するに

は時間がかかるのではないか。薄膜の生成時間も考えると、BWR は LOCA 事象

の初期から再冠水するまでの間は、繊維質のデブリが燃料の下部タイプレート

を閉塞するということはまずないという認識でよいか。また、添付十の解析で

は、設計基準事故の場合、LOCA だと 200～300 秒程度しかないので、薄膜の影

響は考えなくてよいのか。シビアアクシデント時の炉心の著しい損傷防止の長

期冷却のときには、薄膜が生成するかもしれないが、炉心冷却にはほとんど影

響がないという認識でよいか。添付十への影響について、PWR 事業者等と同様

に文書化してほしい14。（実用炉審査部門 小林主任安全審査官） 

- BWR 事業者：時間的にはかなりかかると考える。また、添付十への影響はない

と考えている。（東京電力 野中チームリーダー） 

（５）その他 

- NRA： CNO 会議15で 10×10 燃料の話題があったが、燃料が変更された時は再検

討が必要となるのか。（シビアアクシデント研究部門 塚本主任技術研究調査

官） 

- BWR 事業者：10×10 燃料であっても、Defender 等は同じようなものが使われ

るので、今回の範囲内と思う。繊維質保温材を撤去するので、閉塞の影響はな

いと考えるが、仮にデブリが投入された場合ということであれば、本試験結果

が利用可能と考える。（東京電力 野中チームリーダー） 

 

３．事業者意見に対する評価 

○ PWR 事業者等は、燃料集合体を２体用いた実験等により、繊維デブリ、粒子デ

ブリ、化学デブリが発生しても長期炉心冷却が維持できるとしている。 

 実験の条件は保守的に設定され、また、実験結果等を踏まえて実施した熱

流動解析により燃料温度が上昇しないことが確認されており、LOCA 後の長

期炉心冷却が可能とする説明は妥当と判断した。 

○ BWR 事業者は、燃料上部は ECCS ストレーナより間隙が大きいため閉塞せず、ま

 
14  今後、面談等において受領予定 
15 第 14 回主要原子力施設設置者の原子力部門の責任者との意見交換会

https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/other/CNO/120000070.html 
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た、繊維デブリの原因となる保温材を撤去するため、燃料下部についても薄膜

効果の要因がないことから、燃料集合体における冷却材流路の全閉塞は生じず

長期炉心冷却に対する影響はないとしている。 

 繊維質保温材を撤去することにより燃料集合体における冷却材流路の全閉

塞は生じず長期炉心冷却に対する影響はないとする説明は妥当と判断した。 

４．米国における近年の対応 

原子力規制庁で炉内下流側影響に関する米国規制活動について調査し、NRA 技術

ノート16としてとりまとめ発行した。米国における近年の対応状況について以下に

示す。 

○ PWR については、炉内下流側影響について、繊維デブリの少ないプラント等が

先行して NRC の承認を得たが、NRC は 2019 年に原子炉容器内における下流側

影響についての審査ガイドを発行し、残るプラントの審査を進めている。これ

は炉内下流側影響に関する実験が過度に保守的だったため、全プラントに適用

できなかったためである。 

○ BWR については、米国 BWR オーナーズグループ（BWROG）が炉内下流側影響に

ついて自主的活動として、PWR プラントにおける知見を反映させる取組みを行

い、日本の対応とは異なり繊維質保温材の撤去ではなく、リスク情報を用いた

手法により炉内下流側影響を評価した。NRC は BWR 事業者の評価結果を承認し、

これ以上の対応は不要であると結論した。 

 

５．まとめと今後の対応 

炉内下流側影響について、内規への反映の要否を検討するため、米国規制活動の

調査を行うとともに、令和２年１２月より、３回にわたり公開会合において事業者

の取組について聴取した。 

PWR については、国内全プラントを包含する条件での試験及び試験結果を反映し

た熱流動解析により燃料被覆管温度が上昇しないことが確認されており、LOCA 後

の長期炉心冷却が可能とする説明は妥当と判断した。 

BWR については、国内全プラントで再稼働までに繊維質保温材を撤去するため、

炉内での流路の全閉塞は生じず、長期炉心冷却に対する影響はないとする説明は妥

当と判断した。 

内規には炉内下流側影響についての要求は規定されていないが、事業者から聴取

した結果、長期炉心冷却に問題がないことが確認できたため、内規の改正は行わな

いこととしたい。 

 
16 NRA 技術ノート「PWR サンプスクリーン及び BWR ECCS ストレーナの下流側影響に関する米国規制活動の調

査」000384635.pdf (nsr.go.jp) 
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（参考１）第１９回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合 資料１９－１ 

（参考２）第１９回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合 資料１９－２ 
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